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樋 口 譲 次 

 

〇「新しい戦争」の形：外形上「戦争に見えない戦争」が知らないうちに始まっている 

 21 世紀の戦争は、国家が堂々と紛争の解決を軍事的手段に訴える分かり易い従来型の戦

争から、知らないうちに始まっている外形上「戦争に見えない戦争」へと形を変えている。 

この「新しい戦争」の形をはじめて実戦に採り入れたのはロシアである。その実戦とは、

2014 年のロシアのクリミア半島併合と東部ウクライナへの軍事介入であり、西側では「ハ

イブリッド戦」と呼んでいる。 

 ハイブリッド戦は、『防衛白書』（令和 2 年版）によると下記のように説明されている。 

 

軍事と非軍事の境界を意図的に曖昧にした現状変更の手法であり、このような手法

は、相手方に軍事面にとどまらない複雑な対応を強いることになります。 

例えば、国籍を隠した不明部隊を用いた作戦、サイバー攻撃による通信・重要インフ

ラの妨害、インターネットやメディアを通じた偽情報の流布などによる影響工作を

複合的に用いた手法が、「ハイブリッド戦」に該当すると考えています。 

このような手法は、外形上、「武力の行使」と明確には認定しがたい手段をとること

により、軍の初動対応を遅らせるなど相手方の対応を困難なものにするとともに、自

国の関与を否定するねらいがあるとの指摘もあります。 

顕在化する国家間の競争の一環として、「ハイブリッド戦」を含む多様な手段により、

グレーゾーン事態（純然たる平時でも有事でもない幅広い状況）が長期にわたり継続

する傾向にあります。（括弧は筆者） 

 

東西冷戦が終結して 2000 年代に入り、複数の旧ソ連邦国家で独裁的政権の交代を求めて

民主化と自由を渇望する運動が起った。非暴力の象徴として花や色の名を冠した、グルジア

（ジョージア）のバラ革命（2003 年）、ウクライナのオレンジ革命（2004 年）、キルギスの

チューリップ革命（2005 年）などがそれである。 

また、アラブ諸国においても｢アラブの春｣と呼ばれた同様の運動が起こり、2010 年から

2011 年にかけてチュニジアの民衆が蜂起した｢ジャスミン革命｣を発端として、エジプト、

リビア、イエメンなどでも独裁・腐敗の政権が倒された。シリアでは激しい内戦が最近まで

続いている。 

 これらの民主化と自由を求める運動によって、かつての衛星国を失ったロシアでは、本運

中国の対日「戦争に見えない戦争」はすでに始まっている 

日本は「全政府対応型アプローチ」で中国に備えよ 
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動は米国や欧州などの西側が介入・扇動し、旧ソ連邦国家やアラブ諸国住民の「抗議ポテン

シャル」を活性化させた意図的な体制転覆あるいは陰謀であり、一種の戦争であるとの見方

が強まった。 

そして、ロシアもまた、このような脅威に晒されているとの認識が高まり、安全保障・国

防政策上の中心的テーマとして急浮上したのである。 

それを背景として、2013 年 2 月に発表されたのが、ロシア連邦軍の制服組トップである

ヴァレリー・ゲラシモフ参謀総長による「予測における科学の価値」（『軍需産業クーリエ』、

2013 年 2 月 27 日付）というタイトルの論文である。 

ゲラシモフ論文は、「21 世紀には近代的な戦争のモデルが通用しなくなり、戦争は平時と

も有事ともつかない状態で進む。戦争の手段としては、軍事的手段だけでなく非軍事的手段

の役割が増加しており、政治・経済・情報・人道上の措置によって敵国住民の「抗議ポテン

シャル」を活性化することが行われる」と述べている。そして、ゲラシモフ論文による 21

世紀の戦争では、非軍事的手段と軍事的手段との比率を 4 対 1 とし、非軍事的手段の役割

の大きさが強調されている。 

そのように、ゲラシモフは「戦争のルールが変わった」と指摘しており、いわば「新しい

戦争」の到来を告げたのである。 

その後、2014年にプーチン大統領が承認した「ロシア連邦軍事ドクトリン」は、前年の 

ゲラシモフ論文の考え方を踏まえて作成されたとみられている。 

ロシアの2014軍事ドクトリンでは、政治的、外交的、法的、経済的、情報その他の非攻

撃的性格の手段を使用する可能性が尽きた場合のみ、自国及びその同盟国の利益のために

軍事的手段を行使するとの原則を固守するとし、最終手段としての軍事とその他の手段と

の連続性を示唆している。そして、同ドクトリンでは「現代の軍事紛争の特徴及び特質」

と題して10項目を挙げ、ハイブリッドという言葉こそ使っていないが、ハイブリッドな戦

い方が現代戦の特色であることを強調している。  

「現代の軍事紛争の特徴及び特質」を時系列的にまとめると、次のようになろう。 

■平・戦時の境目のない戦い→ハイブリッド戦／グレーゾーン事態 

①軍事力、政治的・経済的・情報その他の非軍事的性格の手段の複合的な使用による国民の

抗議ポテンシャル（相手国民への宣伝戦・心理戦による懐柔）と特殊作戦（リトル・グリー

ンメン）の広範な活用 

②政治勢力、社会運動に対して外部から財政支援及び指示を与えること 

③敵対する国家の領域内において、常に軍事活動が行われる地域を作り出すこと（東シナ

海：尖閣諸島～沖縄、南シナ海） 

■軍事活動への移行 

④軍事活動を実施するまでの準備時間の減少 

■軍事活動 
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⑤グローバルな情報空間、航空・宇宙空間、地上及び海洋において敵領域の全縦深で同時に

活動を行うこと（マルチドメイン作戦） 

⑥精密誘導型兵器及び軍用装備、極超音速兵器、電子戦兵器、核兵器に匹敵する効果を持つ

新たな物理的原理に基づく兵器、情報・指揮システム、無人航空機及び自動化海洋装置、ロ

ボット化された兵器及び軍用装備の大量使用（技術的優越／先進的兵器） 

⑦垂直的かつ厳密な指揮システムからグローバルな部隊及び指揮システムネットワークへ

の移行による部隊及び兵器の指揮の集中化及び自動化 

⑧軍事活動に非公式の軍事編成及び民間軍事会社が関与すること 

（以上、括弧は筆者） 

つまり、「新しい戦争」の特徴・特質は、まず、純然たる戦時と認定しがたい条件の範囲

内で、軍事的手段と非軍事的手段を複合的に使用し、相手の知らないうちに外形上「戦争に

見えない戦争」を仕掛け、それによる可能性が尽きた場合には一挙に軍事活動へと移行し、

最終的に最先端技術・兵器を駆使したマルチドメイン作戦による軍事活動をもって戦争の

政治的目的を達成することにあると言えよう。 

 ロシアは、旧ソ連邦国家やアラブ諸国の民主化や自由を求める運動を西側による体制転

換の脅威として非難しているが、むしろそれを逆手にとり、実際にウクライナやシリアで

「新しい戦争」を展開しているのはロシアの方である。 

 そして、最近ロシアとの軍事的接近を強めている中国が、「孫子」の伝統と二人の軍人に

よって提唱された「超限戦」の思想と相まって、従来と形を変えた「新しい戦争」を描く「ロ

シア連邦軍事ドクトリン」に関心を示さない筈はないのである。 

 

〇中国の対日「戦争に見えない戦争」はすでに始まっている 

習近平国家主席は、故毛沢東主席の他に、ロシアのプーチン大統領をロール・モデルと

していると言われており、クリミア半島併合などの実戦で採用された「ハイブリッド戦」

に代表されるロシアの軍事ドクトリンは格好の教材である。 

習主席は、中国のシンクタンクにその研究を命じ、それによって、中国の台湾統一戦略

や尖閣諸島・南シナ海などへの海洋侵出戦略に大きな影響を及ぼしていると見られてい

る。 

そこで、中国がわが国に対して仕掛けている「新しい戦争」について、ロシアが挙げる「現

代の軍事紛争の特徴及び特質」に沿って分析してみることにする。 

 

①「軍事・非軍事手段の複合的使用等」について 

中国は、軍事や戦争に関して、物理的手段のみならず、非物理的手段も重視しているとみ

られ、「三戦」と呼ばれる「輿論（よろん）戦」、「心理戦」及び「法律戦」を軍の政治工作

の項目としているほか、軍事闘争を政治、外交、経済、文化、法律などの分野の闘争と密接

に呼応させるとの方針も掲げている。（令和 2 年版『防衛白書』） 
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米国防省によると、輿論戦は、中国の軍事行動に対する大衆及び国際社会の支持を得ると

ともに、敵が中国の利益に反するとみられる政策を追求することのないよう、国内及び国際

世論に影響を及ぼすことを目的とし、心理戦は、敵の軍人及びそれを支援する文民に対する

抑止・衝撃・士気低下を目的とする心理作戦を通じて、敵が戦闘作戦を遂行する能力を低下

させようとし、また、法律戦は、国際法および国内法を利用して、国際的な支持を獲得する

とともに、中国の軍事行動に対する予想される反発に対処するものである。 

中国は、海洋侵出の野望を実現するため海軍及び海警局の先兵として海上民兵（リトル・

ブルーメン）を活用している。 

海上民兵は、普段、漁業等に従事しているが、命令があれば、民間漁船等で編成された軍

事組織（armed forces）に早変わりし、軍事活動であることを隠すため、漁民等を装って任

務を遂行する。 

東シナ海の尖閣諸島や南シナ海で見られるように、海上民兵は、中国の一方的な権利の主

張に従い、情報収集や監視・傍受、相手の法執行機関や軍隊の牽制・妨害、諸施設・設備の

破壊など様々な特殊作戦・ゲリラ活動を行いつつ、係争海域における中国のプレゼンス維持

を目的とし、あるいは領有権を主張する島々に上陸して既成事実を作るなど幅広い活動を

行い、中国の外交政策や軍事活動の支援任務に従事している。 

 その行動は、「サラミ１本全部を 1 度に盗るのではなく、気づかれないように少しずつス

ライスして盗る」という寓意に似ていることから、「サラミスライス戦術」と呼ばれている。 

「サラミスライス戦術」を行う海上民兵が乗船する漁船等の周りを海警局の艦船が取り

囲み、公船の後方に海軍の艦艇が待機し、島や岩礁を 2 重 3 重に囲んで作戦する様子が、

中心を 1 枚ずつ包み込んでいるキャベツの葉に似ているので、これを「キャベツ戦術」と呼

んでいる。 

そこには、前述の通り、計算尽の巧妙な仕掛けが潜んでいる。 

まず、中国は、歴史的にも国際法上も日本固有の領土である尖閣諸島を、中国の「領海・

接続水域法」で自国領土と規定した「法律戦」に訴えつつ、妥協の余地のない「核心的利益」

と主張している。その虚構の上に、尖閣諸島周辺海域で漁船（海上民兵）を活動させ、その

保護を名目に法執行機関（海警）を常続的に出動させている。そして、「釣魚島は中国固有

の領土である」という題目の白書を発表するとともに、いかにも尖閣諸島を自国領として実

効的に支配しているかのように国際社会に向けた大規模な「輿論戦」を繰り広げ、同時に、

日本及び日本国民に対しては力の誇示や威圧による士気の低下を目的とした「心理戦」を展

開している。 

このように、中国の日本に対する「戦争に見えない戦争」は、すでにこの段階まで進んで

おり、中国の尖閣諸島奪取工作は危機的状況にまで高まっている。 

そして、中国は、同島周辺地域で不測の事態が起きることを虎視眈々と窺っており、もし

そのような事態が発生すれば、力による現状変更の好機と見て軍隊（海軍）を出動させ、軍

事的解決に訴える態勢を整えているのである。 
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②「敵対国家内の政治勢力や社会運動に対する財政支援・指示」について 

米有力シンクタンクの戦略国際問題研究所（CSIS）は 2020 年夏、「日本における中国の

影響」についての報告書を発表した。中でも、中国の沖縄工作が注目される。 

報告書は、中国が世界中で展開する戦術には、中国経済の武器化（取引の強制や制限）、 

物語的優位性の主張（プロパガンダと偽情報）、エリート仲介者の活用、在外華人の道具化、 

権威主義的支配の浸透などがあるとした。こうした工作を、中国は日本に対しても行い、表

向きの外交から、特定個人との接触などの隠ぺい、強制、賄賂による買収（3C、covert, 

coercive, and corrupt）を用いているとしている。特に、尖閣諸島を有する沖縄県は、日本

の安全保障上の重要懸念の一つであり、米軍基地を擁するこの島で、外交、ニセ情報、投資

などを通じて、日本と米国の中央に対する不満を引き起こしていると指摘する。 

 報告書は、中国共産党が海外の中国人コミュニティに影響を与えるために使用する多く

の方法の一つが中国語メディアであり、ニュースメディアを通じた中国の影響力の最も重

要なターゲットは沖縄だと指摘する。 

この件については、日本の公安調査庁も年次報告書（2015・17 年の『内外情勢の回顧と

展望』）において、中国官製メディアの環球時報や人民日報が、日本による沖縄の主権に疑

問を投げかける論文を複数掲載していることを取り上げ、沖縄で中国に有利な世論を形成

し、日本国内の分断を図る戦略的な狙いが潜んでいるものとみられ、今後の沖縄に対する中

国の動向には注意を要すると問題提起している。 

 そのように、中国が沖縄に「独立宣言」させる工作を進めている可能性があるとして懸念

が広がっている。 

 

③「敵対国家の領域内における軍事活動地域の創出」について 

 中国は、尖閣諸島周辺の日本の領海や接続水域に法執行機関である海警局の艦船を絶え

間なく送り込み、同諸島の領有をかたくなに主張している。 

この動きは、2019 年から強まっており、今年、各国が新型コロナウイルスへの対応に迫

られる中でもその攻勢はむしろ激化し、これまでとは違った危険な局面に入っていると見

られている。 

尖閣諸島周辺での中国公船等による接続水域内入域及び領海侵入は、今年 4 月中旬から

110 日以上連続した。そして、5 月 8 日、日本の領海に侵入した中国海警局の 2 隻が、そこ

で漁をしていた日本漁船を追尾し続け、3 日間にわたって領海への侵入を繰り返した。 

この件について中国外務省の報道官は、「日本漁船が中国の領海内で違法な操業をしたた

め海域から出るよう求めた」と主張した。すでに尖閣諸島は自国領であるとの前提に立ち、

あくまで自国の海で主権を行使しているに過ぎないとうそぶく始末である。 

中国では、2018 年 1 月に人民武装警察（武警）部隊が、また同年 3 月には武警部隊の傘

下に海警局が、それぞれ国務院（政府）の指揮を離れ、最高軍事機関である中国共産党中央
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軍事委員会（主席・習近平国家主席）に編入された。この改編を通じ、海警局の法執行の強

化および武警・人民解放軍と融合した軍隊化が図られた。その結果、尖閣諸島周辺海域で行

動する中国海警局の艦船は、準軍隊としての性格と役割を付与され、東シナ海を管轄する人

民解放軍の「東部戦区」とともに一元的に作戦行動をとる体制が整ったことになる。 

さらに、中国の立法機関である全国人民代表大会（全人代）は今年 11 月初め、海警局（海

警）の権限を定めた「海警法」案の全文を発表し、国家主権や管轄権が外国の組織、個人に

侵害されたときは「武器の使用を含めたあらゆる必要措置」を取れると規定した。また最高

軍事機関である中央軍事委員会の命令に基づき「防衛作戦などの任務」にあたることも明記

された。海警局の艦船は、大型化し、軍艦並みの兵器を装備しており、法制定後は海軍との

連携を一段と強めるとみられている。 

 前述の通り、海警局の艦船は、尖閣諸島周辺で領海侵入を繰り返しており、周辺で操業す

る日本漁船も「海警法」の対象となるのは間違いなかろう。 

このように中国は、日本領域内の尖閣諸島ひいては南西諸島周辺を焦点に軍事活動を行

う地域を意図的に作り出していると見ることができ、今後、不測の事態が生起すれば、一挙

に軍事活動へとエスカレートさせる危機が迫っていると考えなければならない。 

 

④「軍事活動への短時間の移行」について 

中国は、東シナ海の尖閣諸島、南シナ海そしてインドとの国境で、領土的野心を露わにし

ている。 

今年 6 月に中国とインドの国境付近で発生した両国軍の衝突は、中国が自国周辺の領有

権主張を巡り、一段と強硬姿勢を取るリスクを浮き彫りにした。 また、その衝突によって、

中国が国境付近の現状を変えるため、現場の比較的小規模な小競り合いを利用しごく短時

間に軍事作戦へ移行することも明らかになった。 

同じように、中国の尖閣諸島を焦点とする日本に対する軍事作戦は、「Short, Sharp War」

（迅速開始・短期決戦の激烈な戦争）になると見られている。 

そのシナリオの一例はこうだ。 

米国が INF 全廃条約の影響で、東アジアに対する中距離（戦域）核戦力による核の傘を

提供できない弱点に乗じて、中国軍は日本を核恫喝してその抵抗意思を削ぐ。同時に、対艦・

対地弾道ミサイルを作戦展開し、それによる損害を回避させるべく米海軍を第 2 列島線以

遠へ後退させるとともに、米空軍を北日本などへ分散退避させる。 

その米軍事力の空白を突いて、中国軍は、海空軍を全力展開して東シナ海の海上・航空優

勢を獲得し、その掩護下に海上民兵や日本国内で武装蜂起した特殊部隊などに先導されて

尖閣諸島をはじめとする南西諸島地域に奇襲的な上陸作戦を敢行し、一挙に同地域を奪取

占領する。 

 正にその軍事作戦は、迅速に開始され短期決戦を追及する激烈な戦争、すなわち「Short, 

Sharp War」を追求している。 
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 その際、米陸軍及び海兵隊は、中国軍の侵攻に遅れまいと第 1 列島線への早期展開を追

及するため、中国軍の侵攻と米地上部隊の展開が交錯する戦場でいかに主導権を握るかが

鍵である。したがって、日本や第 1 列島線の国々は、米陸軍・海兵隊の受け入れをスムー

ズに行う体制を平時から整備することが重要である。 

 

⑤「マルチドメイン作戦による戦争」について 

中国は、日米などが新たな戦いの形として追求しているマルチドメイン作戦（MDO）

という言葉を使用していないが、それに相当する概念を「情報化戦争」と呼んでいる。 

中国は、2016 年 7 月に公表された「国家情報化発展戦略綱要」などで表明しているよう

に、経済と社会発展のための道は情報分野に依存しているとし、軍事的側面からは情報化時

代の到来が戦争の本質を情報化戦争へと導いていると認識している。そして、「情報戦で敗

北することは、戦いに負けることになる」として、情報を生命線と考えるのが中国の情報化

戦争の概念であり、そのため、従来の陸海空の領域に加え、敵の通信ネットワークの混乱な

どを可能とするサイバー領域や、敵のレーダーなどを無効化して戦力発揮を妨げることな

どを可能とする電磁波領域、そして敵の宇宙利用を制限する宇宙領域を特に重視して情報

優越の確立を目指している。 

この際、中国の情報化戦争は、米国のような全般的な能力において優勢にある敵の戦力発

揮を効果的に妨害する非対称的な能力を獲得するという意味合いもあり、新たな領域にお

ける優勢の確保を重視している。 

前述の通り、「孫子」の忠実な実践者である中国は、情報化戦争の一環として政治戦や影

響工作も重視している。また、1999 年に発表された中国空軍大佐の喬良と王湘穂による戦

略研究の共著『超限戦』は、25 種類にも及ぶ作戦・戦闘の方法を提案し、通常戦、外交戦、

国家テロ戦、諜報戦、金融戦、ネットワーク戦、法律戦、心理戦、メディア戦などを列挙し、

これらのあらゆる手段で制限無く戦うものとして今後の戦争を捉えており、中国の情報化

戦争に少なからぬ影響を及ぼしていると見られている。 

 

⑥「技術的優越の追求と先進的兵器の使用」について 

中国は、2019 年 10 月 1 日の建国 70 周年の軍事パレードで 23 種の最新兵器を公開し、

軍事力を内外に誇示した。 

その中で、超音速ミサイルや無人戦闘システム、電子戦などに力を入れていることが明ら

かになったが、パレードで公開された最新兵器は全て実際に配備されていると説明されて

いる。 

その一部を紹介すると下記の通りである。 

新型大陸間弾道ミサイル（ICBM）DF-41、極超音速滑空ミサイル DF-17、超音速巡航ミ

サイル CJ-100／DF-100、超音速対艦巡航ミサイル YJ-12B／YJ-18A、最新鋭ステルス戦

略爆撃機 H20、攻撃型ステルス無人機 GJ-11、高高度高速無人偵察機 WZ-8、無人潜水艇

https://ja.wikipedia.org/wiki/1999%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E5%9B%BD%E4%BA%BA%E6%B0%91%E8%A7%A3%E6%94%BE%E8%BB%8D
https://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E5%96%AC%E8%89%AF&action=edit&redlink=1
https://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E7%8E%8B%E6%B9%98%E7%A9%82&action=edit&redlink=1
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%88%A6%E7%95%A5
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%88%A6%E7%95%A5
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（UUV）HSU001 など 

中国は、全般的な兵力やグローバルな作戦展開能力、実戦経験でなお米国に後れを取って

いるとはいえ、今や自国からはるか遠くで作戦を遂行する能力を持ち、インド太平洋地域の

紛争を巡る米軍および同盟国軍に対する接近阻止・領域拒否（A2／AD）能力を有する自国

製兵器を幅広く取りそろえている。 

中国は、米国に対する技術的劣勢を跳ね返すため、特に、海洋、宇宙、サイバー、人工知

能（AI）といった「新興領域」分野を重視した「軍民融合」政策を全面的に推進しつつ、軍

事利用が可能な先端技術の開発・獲得に積極的に取り組んでいる。中国が開発・獲得を目指

す先端技術には、将来の戦闘様相を一変させるゲームチェンジャー技術も含まれており、技

術的優位性の追求を急速かつ執拗に進めている。 

 

⑦「ネットワーク型指揮システムによる部隊指揮・兵器運用の集中化・自動化」について 

 中国は、建国以来最大規模とも評される「軍改革」を急ピッチで進めている。 

 軍改革は、2016 年末までに、第 1 段階の「首から上」の改革と呼ばれる軍中央レベルの

改革が概成した。2017 年以降は、第 2 段階の「首から下」と呼ばれる現場レベルでの改革

を着実に推進し、そして「神経の改革」と呼ばれる第 3 段階の改革に着手している。 

 中国は、中央軍事委員会に習近平総書記を「総指揮」とし、最高戦略レベルにおける意思

決定を行うための「統合作戦指揮センター」を新設した。これをもって、習総書記が、統合

参謀部や政治工作部などで構成される中央軍事委員会直属機関の補佐を受け、統合作戦指

揮センターにおいて中国全軍を集中一元的に指揮する体制が整ったことになる。 

 また、中央軍事委員会／統合作戦指揮センターの直下に、従来、総参謀部が持っていた

多くの作戦支援部門の機能を統合し、航空宇宙部、ネットワークシステム（サイバー）

部、電子電磁システム部および軍事情報部から構成され、情報の戦いを一体的に遂行でき

る戦略支援部隊が編成された。 

さらに、これまでの「七大軍区」が廃止され、軍全体で統合運用能力を高めるため、統

合作戦指揮を主導的に担当する「五大戦区」、すなわち東部、南部、西部、北部及び中部

戦区が新編され、常設の統合作戦司令部がおかれている。 

これに先立つ 2014 年 7 月、環球時報（電子版）は、中国軍が 2013 年 11 月、東シナ海

に防空識別圏を設定したのに続き、「東海（東シナ海）合同作戦指揮センター」を新設し

たと伝えた。合同指揮センターは、中国各軍区の海、空軍を統合し、東シナ海の防空識別

圏を効果的に監視し、日本の軍事的軽挙妄動を防止するのが目的だと報じている。 

このように、中国は、マルチドメイン作戦としての情報化戦争で「戦える、勝てる」

（習総書記）よう、統一機構の指揮下で統合作戦遂行能力の向上とシームレスにリンクし

た諸軍種、諸兵種、諸領域の作戦能力の一体化に向けて、ネットワーク型指揮統制システ

ムによる部隊指揮および兵器運用の集中化・自動化に注力している。 
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⑧「軍事活動への非公式の軍事編成及び民間軍事会社の関与」について 

中国は、2010 年 7 月に国防関連法制の集大成となる「国防動員法」を制定した。同法

は、有事にあらゆる権限を政府に集中させるもので、民間の組織や国内外に居住する中国

公民に対して、政府の統制下に服する義務を課している。 

国防動員の実施が決定されれば、公民と組織は、国防動員任務を完遂する義務を負い、

軍の作戦に対する支援や保障、戦争災害の救助や社会秩序維持への協力等が求められる。 

同法は、日本国内で仕事をしている中国国籍保持者や留学生、中国人旅行者にも適用され、

突発的に国防動員がかかった場合、中国の膨大な「人口圧」がわが国の安全保障・防衛に重

大な影響を及ぼさずには措かず、そのことについて深刻に受け止め、有効な対策を練ってお

かなければならない。 

また、同法は、国が動員の必要に応じ、組織および個人の設備施設、交通手段そのほか

物資を収容し及び徴収することができると定め、その際の徴用の対象となる組織や個人

は、党政府機関、大衆団体、企業や事業体等で、中国国内の全ての組織と中国公民、中国

の居住権をもつ外国人をも含む全ての個人としている。 

つまり、本法律は、中国に進出している日本企業や中国在住の日本人をも徴用の対象と

している点に注意が必要である。 

コロナ禍によって、マスクをはじめとする薬や医薬品、医療機器など、日本人の生命や国

家の生存に関わる生活必需品や戦略物資が不足した。その原因は、中国でマスクを生産して

いた日本企業が中国の国防動員の徴用の対象となったことにあり、医薬品等を極度にまで

中国に依存し、脆弱性を露呈した厳しい現実を決して忘れる訳にはいかない。 

他方、中国は、2017 年に軍隊と民間を結びつけ、軍需産業を民間産業と融合させる「軍

民融合」政策を国家戦略として正式採用した。その狙いは、軍の近代化のために民間企業の

先進的な技術やノウハウを利用することにある。中でも、最先端の軍民両用（デュアル・ユ

ース）の技術を他国に先駆けて取得・利用することを重視していることから、民間セクター

と軍事の壁を曖昧にし、あるいは排除して軍事分野に活用する動きを強めている。 

そのため、国有企業と民間企業の相互補完的な関係づくりに取り組みつつ、米国の軍産複

合体を目指すとともに、国有企業の規模・シェアの拡大と民間企業の縮小・後退を意味する

「国進民退」を積極的に推進し、政府の官僚を「政務事務代表」としてアリババや AI 監視

カメラメーカーのハイクビジョン（海康威視）などの重点民営企業に駐在させ、政府官僚に

よる民営企業の直接支配を始めている。このような共産党一党独裁体制下での軍民融合は、

軍事力の近代化・強化がすべてに優先する「軍国主義」化に拍車をかける危険性がある。 

軍民融合政策と同時に警戒しなければならないのが、「国家情報法」である。 

同法は、「国家情報活動を強化及び保障し、国の安全及び利益を守るため」（同法第1

条）、国内外の情報工作活動に法的根拠を与える目的で作られた。その第7条では「いか

なる組織及び国民も、法に基づき国家情報活動に対する支持、援助及び協力を行い、知り

得た国家情報活動についての秘密を守らなければならない」と定め、国内外において一般



10 

 

の組織や市民にも情報活動を義務付けている。 

つまり、中国は軍民融合政策と国家情報法を一体として運用しており、そのことは、日本

の企業や研究者が意図せずして、あるいは気付かないうちに、人民解放軍によるドローンや

人工知能（AI）などの民間の最先端技術や専門知識の取得を助け、新たなリスクを生み出す

可能性があることを意味している。 

このように、中国は、軍事活動に民間の組織や公民を動員する体制を敷き、また、軍の近

代化のために民間企業の先進的な技術やノウハウを利用するため、民間セクターと軍事の

境界を曖昧にし、あるいは排除して軍事分野に積極的に活用する動きを強めている。 

 

以上、ロシアが挙げる「現代の軍事紛争の特徴及び特質」に沿いながら、中国がわが国に

対し仕掛けている「新しい戦争」の形について概要を説明した。 

それから読み解けることは、中国は、ロシアの軍事ドクトリンとほぼ同じ軌道をたどった

行動や工作を行っていると言うことだ。ロシアが、当初ウクライナで行ったこと、すなわち、

純然たる平時でも戦時でもない境目において、軍事的手段と非軍事的手段を複合的に使用

し知らないうちに始められた外形上「戦争に見えない戦争」、それと同じあるいは更に厄介

な戦争を、中国は日本に対しすでに仕掛けていることは疑う余地のない事実である。 

もし、それによる可能性が尽きた場合には一挙に軍事活動へと移行し、最終的に最先端技

術・兵器を駆使した情報化戦争をもって戦争の政治的目的を達成しようとすることも、ロシ

アのクリミア半島併合や東部ウクライナへの軍事介入と同じと見なければならない。 

 

〇日本は「全政府対応型アプローチ」（all government approach）で備えよ 

 「新しい戦争」の形である外形上「戦争に見えない戦争」の大きな特徴及び特質は、軍事

力を背景とし、軍事的手段と非軍事的手段を複合的かつ連続的に使用することにある。 

 したがって、わが国の防衛も、軍事と非軍事の両部門をもって構成されなければならない。 

その軍事部門を防衛省・自衛隊が所掌することは自明である。では、これまで説明してき

た中国の非軍事的手段である「輿論（よろん）戦」、「心理戦」及び「法律戦」の「三戦」、

そして政治、外交、経済、文化などの分野の闘争、さらに常態化しているサイバー攻撃など

に対しては、どの行政組織がどのように備えているのであろうか。それ以前に、わが国が中

国の「戦争に見えない戦争」の挑戦を受け危機的状況にあるとの情勢認識があるのか、甚だ

疑わしい。 

そこで先ず、「日中関係は完全に正常な軌道に戻った」や習近平国家主席の国賓来日など、

誤った対中情勢認識に基づいた日中関係の推進は、直ちに是正されなければならない。 

そのうえで、中国の複雑多様な非軍事的手段による脅威を考えると、政府内各省庁のそ

れぞれの任務所掌事務・機能を結集した「全政府対応型アプローチ」（all government 

approach）を取ることが何よりも重要である。 

しかし、各省庁の縦割り行政では、効果的・実効的な対応は期待できないので、その弊害
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をなくし、政府が総合一体的な取組みを行えるよう、行政府内に非常事態対処の非軍事部門

を統括する機関を新たに創設することが望まれる。 

例えば、内閣府または総務省に「国土保全庁」（仮称）を設置するか、米国の「国土安全

保障省」のように、各省庁の関係組織を統合して一体的に運用する「国土保全省」（仮称）

を創設する選択肢もある。 

そして、国家安全保障局（NSS）の補佐の下、国家安全保障会議（NSC）を国家非常事態

における国家最高司令部とし、内閣総理大臣、内閣官房長官、外務大臣及び防衛大臣（4 大

臣会合）を中核に関係閣僚をもって国家意思を決定し、最高指揮権限者（NCA）である内閣

総理大臣が軍事部門の自衛隊及び非軍事部門を集約する「国土保全庁」あるいは「国土保全

省」に対して一元的に指揮監督権を行使するピラミッド型の有事体制を作ることが必要だ。 

他方、わが国は「自然災害大国」であり、平成 7（1995）年 1 月の阪神淡路大震災や平成

23（2011）年 3 月に発生した東日本大震災をはじめ、ほぼ毎年全国各地で大規模自然災害

が発生し、その都度、共助、公助の不足が社会的課題として指摘されてきた。 

近い将来、南海トラフ地震や首都直下地震等によって国家的危機の発生が予測されてい

る。併せて、中国による広範なサイバー攻撃や高高度電磁パルス（HEMP）攻撃があれ

ば、一般住民をも直接的・間接的に巻き込まずには措かないのである。 

このように、国民保護や重要インフラ維持の国土政策、産業政策なども含めた総合的な対

応を、いわば「国家百年の大計」の国づくりとして、千年の時をも見据えながら行っていく

ことが求められる。 

つまり、わが国の安全保障・防衛を強化するためには、社会全体でわが国を守る仕組み・

取組みが不可欠であり、国民の「自助、共助、公助」への責任ある参画を促し、それを「民

間防衛」の組織へと発展させることが更なる喫緊の課題である。 

一方、軍事部門を見れば、わが国は、戦後の「経済重視・軽武装」政策を引きずり、未だ

にその充実強化が疎かにされている。最大の課題は、列国と比較して防衛費が極端に低く抑

え込まれていることだ。 

日本は、中国の「情報化戦争」を念頭に、30 防衛大綱で「領域横断（クロスドメイン）

作戦（CDO）」を打ち出し、自衛隊の能力構築を始めた。 

CDO では、従来の陸上、海上、航空の活動領域が宇宙空間へと拡大し、さらにサイバー

空間や電磁波空間といった新たな活動領域が加わった。そのように、軍事活動の領域・空間

が 3 つから 6 つへと一挙に倍増し、多領域・多空間に拡大して戦われるのが近未来戦の際

立った趨勢である。そのため、これまでの自衛隊の組織規模をスクラップ・アンド・ビルト

方式で再編成するのには一から無理があり、従来の防衛力を基盤として、中国の新たな脅威

に対抗できる CDO 能力を付加的に強化するには、自衛隊の組織規模の飛躍的拡大や最先端

のハイテク装備の取得が必須である。また、CDO（米軍はマルチドメイン作戦：MDO と呼

称）を前提とした日米共同作戦には、両軍の C4ISR をネットワーク化することが不可欠で

あり、そのような防衛力の整備には防衛費の倍増は避けて通れない。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%86%85%E9%96%A3%E5%AE%98%E6%88%BF%E9%95%B7%E5%AE%98
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%A4%96%E5%8B%99%E5%A4%A7%E8%87%A3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%98%B2%E8%A1%9B%E5%A4%A7%E8%87%A3
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米国は、中国との本格的かつ全面的な対決に踏み出し、そのため今後、世界の分断が進む

と予測されている。つまり、米中対立は、米中間に限られたものではなく、自由・民主主義

を支持する国々と共産主義中国との対立であり、他ならぬ日本自身の問題である。その対立

が前提の世界において、日本が二者択一で同盟国の米国をさて置き、中国を選択することが

あってはならない。 

同盟が成り立つには、①価値の共有、②利益の共有、③負担の共有、そして④リスクの

共有、すなわち戦略的利害の共有が必要である。 

米国が中国との新冷戦を決意している時、日本が安全保障・防衛上の利益のみを享受

し、新冷戦において生じる米国の通商や金融、テクノロジー、外交、それに安全保障・軍

事などの負担やリスクを、中国との経済関係を重視するあまり、日本が共有する明確な姿

勢を示さない場合、同盟は成り立つ筈がない。そのうえ、米国からは見放され、中国から

は経済面で裏切られた上、安全保障上の敵対心を露わにされるのは必定である。 

コロナ禍とともに戦後最大の安全保障の危機に直面している今こそ、日本は米国との同

盟関係を一段と深化させ、米国と同じ構えで中国に備えることが強く求められるのであ

る。 

そして、日米同盟を基軸として、インド、オーストラリアの 4 か国（クワッド）に台湾

などの周辺諸国や ASEAN などを加えて、「自由で開かれたインド太平洋」構想（戦略）

の下、インド太平洋版「NATO」へと発展させることが今後の大きな課題でもある。 


